
 

   三次市住宅リフォーム支援事業補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 市は，建築関連工事の促進による地域経済の活性化及び市民の住環境の

向上を図るため，市内の住宅のリフォームに要する経費に対して，予算の範囲

内で三次市住宅リフォーム支援事業補助金（以下「補助金」という。）を交付

するものとし，その交付に関しては三次市補助金等交付規則（平成１６年三次

市規則第６５号）に規定するもののほか，この告示に定めるところによる。 

（定義） 

第２条 この告示において，次の各号に掲げる用語の意義は，当該各号に定める

ところによる。 

⑴ リフォーム 既存の住宅機能の維持又は向上のために行う別表に掲げるも

のをいう。 

⑵ 住宅 自己の居住の用に供している家屋をいい，共同住宅にあっては，個

人の専有部分をいう。 

⑶ 市内建築関連業者 個人においては市内に主たる事業所及び住所を有する

者，法人においては市内に登記されている本店を有する者で，リフォームを

行う民間事業者をいう。 

（補助対象者等） 

第３条 補助金の交付を受けることができる者（以下「補助対象者」という。）

は，市内に居住し，住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）による住民基

本台帳に記載されている者で，次の各号に掲げる交付要件を満たしているもの

とする。 

⑴ 住宅の所有者（当該住宅の用に供する建物を無償で借用しており，当該建

物の所有者から当該住宅のリフォームについて承諾を得ている者を含む。た

だし，当該建物の所有者が補助金を受けようとする者の配偶者又は１親等の

親族である場合に限る。）で，直近の過去３年度以内に三次市リフォーム支

援事業補助金の交付を受けたことがない者であること。 

⑵ 補助対象者とその世帯員全員が補助金の交付申請時に納付すべき納期限の

到来した市税及び料を完納していること。 



 

⑶ 補助金の交付を受けようとする住宅のリフォーム箇所の経費について，国

，県その他公共団体又は財団等から補助を受けていないこと。 

（補助対象事業） 

第４条 補助の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は，市内建築

関連業者による住宅のリフォームで，次に掲げる要件に該当するものとする。 

⑴ 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）に基づくリフォームであること 

 。 

⑵ 事業に要する経費（消費税及び地方消費税相当額を除く。以下同じ。）が

５０万円以上であること。 

⑶ 補助金交付決定を受けた日以後に着工し，かつ，交付決定を受けた日の属

する会計年度の２月末までに事業を完了するものであること。 

２ 次に掲げる工事及び費用は，補助金の交付の対象としない。 

⑴ 直近の過去３年度以内に三次市リフォーム支援事業補助金交付要綱（平成

３０年三次市告示第６２号）による補助金又は三次市住宅リフォーム支援事

業補助金の交付を受けた対象となった建物及び交付を受けた対象となった建

物と一体的に使用されていると認められる建物に係る工事。ただし，共同住

宅にあっては，個人の専用部分が交付を受けていなければ，この限りでない

。 

⑵ 公共工事の施工に伴う補償費の対象となる工事 

⑶ 新築工事 

⑷ 解体のみの工事 

⑸ 門扉，塀等の外構工事 

⑹ 倉庫，カーポート等の修繕及び取付工事 

⑺ 什器，備品類の購入費用 

⑻ 設備の取替えのみの工事 

⑼ その他補助金の交付が適当でないと市長が認める工事及び費用 

（補助金の額） 

第５条 補助金の額は，事業に要した経費の１０分の１以内の額（その額に千円

未満の端数があるときは，これを切り捨てる。）とする。ただし，１０万円を

上限とする。 



 

（補助金交付申請） 

第６条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は，三次

市住宅リフォーム支援事業補助金交付申請書（様式第１号）に次に掲げる書類

を添付し，市長に提出しなければならない。 

⑴ リフォーム事業計画書 

⑵ 工事見積書又は工事請負契約書の写し（明細が分かるもの），設計図書 

⑶ リフォームする箇所の写真 

⑷ 当該住宅の用に供する建物を無償で借用している者が補助金の交付を受け

ようとする場合にあっては，当該建物所有者からの承諾書 

⑸ 個人情報閲覧に関する同意書 

⑹ 前各号に掲げるもののほか，市長が必要と認める書類 

（補助金交付決定等） 

第７条 市長は，前条の補助金交付申請書の提出があったときは，内容を審査の

うえ，適当と認めるときは，補助金額を決定し，三次市住宅リフォーム支援事

業補助金交付決定通知書（様式第２号）により，適当でないと認めるときは，

三次市住宅リフォーム支援事業補助金不交付決定通知書（様式第３号）により

，申請者にそれぞれ通知するものとする。 

２ 申請者は，前条の規定による補助金の交付決定後に申請を取り下げるときは

，三次市住宅リフォーム支援事業補助金取下届出書（様式第４号）を市長に提

出しなければならない。 

３ 前項の規定による届出があったときは，前条の規定による当該事業の補助金

の交付の決定は，その効力を失うものとする。 

（実績報告） 

第８条 申請者は，補助対象事業が完了したときは，速やかに三次市住宅リフォ

ーム支援事業補助金実績報告書（様式第５号）に次に掲げる書類を添えて，市

長に提出しなければならない。 

⑴ 請求明細書の写し 

⑵ リフォームに要した費用の領収書の写し 

⑶ リフォーム工事の施工中及び完成後の写真 

⑷ 前３号に掲げるもののほか，市長が必要と認める書類 



 

（補助金の額の確定） 

第９条 市長は，前条に規定する実績報告書の提出があったときは，内容の審査

及び必要に応じて現地調査等を行い，適当と認めるときは，補助金の額を確定

し，三次市住宅リフォーム支援事業補助金確定通知書（様式第６号）により申

請者に通知するものとする。 

（補助金の請求及び交付） 

第１０条 前条に規定する補助金の額の確定を受けた者は，速やかに三次市住宅

リフォーム支援事業補助金交付請求書（様式第７号）を市長に提出しなければ

ならない。 

２ 市長は，前項の規定による請求を受けたときは，速やかに補助金を支払うも

のとする。 

（補助金の交付の取消し） 

第１１条 市長は，次の各号のいずれかに該当するときは，補助金の交付決定を

取消し，又は交付した補助金の全部若しくは一部を返還させることができる。 

⑴ 不正な手段により補助金の決定を受けたとき。 

⑵ 補助金の交付決定の内容又はこれに付した条件に違反したとき。 

２ 市長は，前項の規定により全部又は一部の交付の決定を取り消した場合にお

いて，既に補助金が交付されているときは，期限を定めて返還を命じることが

できる。 

（その他） 

第１２条 この告示に定めるもののほか，必要な事項は，市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は，令和３年４月１日から施行する。 

 （この告示の失効） 

２ この告示は，令和６年３月３１日限り，その効力を失う。 

 



 

別表（第２条関係） 

区分 内容 

改築工事 １ 住宅の本体の一部を取り壊し建築する工事 

２ 前項の工事に伴う設備の導入又は交換工事 

修繕又は模様替え １ 住宅の本体の修繕又は模様替え 

２ 前項の修繕及び模様替えに伴う設備の導入又は交換

工事 

外壁塗装工事 住宅の本体の外壁塗装工事(仕上材の張り替えを含む。) 

屋根のふき替え 屋根のふき替え，防雨工事 

増築工事 １ 住宅の床面積を増加させる工事 

２ 前項の工事に伴う設備の導入又は交換工事 

３ 第１項に伴う住宅の本体の一部を取り壊し建築する

工事，修繕，模様替え又は外壁塗装工事 

 

 


